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　さる２月５日、1,800人収容の文京シビッ
クセンター（東京・文京区）大ホールをほぼ
埋めつくして開かれた業界初のイベント「会
計事務所甲子園」（主催＝一般社団法人会
計事務所甲子園）。構想からおよそ２年。紆
余曲折を経て、顧問先支援日本一の会計事
務所を決めるこの大会の基本理念は、「会
計人がお客様満足を追求できる環境を提供
し、会計事務所業界の進歩発展に貢献」。
「指導力」と「プレゼン力」を競ったイベン
トは、会計事務所の所長やパートナーでは
なく、ごく普通の会計事務所のスタッフが主
役。これからの会計業界を支える職員にス
ポットライトを当てたイベントは他に例がな
く、それだけに、事務所の目指す方向性や現
場で奮闘する姿、顧問先への指導方法など
を全力でプレゼンする姿は、会場の参加者
らを魅了した。
　全国から40事務所がエントリ－し、厳し
い書類審査を通過した11事務所の中から地
方大会を勝ち進んだ５事務所が、２月の決
戦大会で、本気で伝えたい“想い”を披露。自
事務所の優れた取り組みを他事務所の参考

になるように工夫した発表は、単なる成功ノ
ウハウの公開に止まらず、“学びと気づき”の
両面から大きなインパクトを与えることにつ
ながった。記念すべき第1回大会で、観客の
投票により最多得票を獲得したのはトリプ
ルグッド税理士法人（大阪・大阪市）。パー
ト職員含めておよそ100名の組織が、全員
で作成するクレドカード（企業方針手帳）を
常に携帯し、仕事観や対応策を共有する経
営方針を一丸となって実践。これが事務所
急成長の基盤を成す原動力にもなってお
り、その結果、会計業界では珍しい働き甲斐
のある会社ランキング第１位にも選ばれて
いる。
　成功を収めた第１回大会に続き、「会計事
務所から、日本を元気に」という想いのも
と、第２回の大会開催に向け、現在準備が進
んでいる。次回は「貢献」をテーマに、エント
リー事務所を募っており、「6月末までに120
事務所が目標」（事務局）。７月に一次予選の
書類審査、８月に二次予選の面談、９月に地
方大会を実施し、決戦大会は12月３日、渋谷
公会堂（東京・渋谷区）にて開催される。

　また、全国ベスト５事務所に選ばれた、Ｔ
ＯＭＡコンサルタンツグループ（東京・千代
田区）、本宮会計センター（福島・本宮
市）、：税理士法人鶴田会計（愛知・名古屋
市）、御堂筋税理士法人（大阪・大阪市）、
そして優勝事務所のトリプルグッド税理士
法人による、決勝プレゼンで伝えきれな
かった事務所成功の秘訣セミナーも超人気
だという。
　事務所職員が脚光を浴びる新たなステー
ジの誕生となった会計事務所甲子園。これ
から会計業界を目指す大学生らからの反応
も高く、今後も大いに話題を集めそうだ。

“熱いステージ”残した会計事務所甲子園
第2回大会は12月3日、「貢献」がテーマ
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　今回の保険募集における基本的な
ルール変更について、現在、「委託型
募集人」の存在が大きくクローズアッ
プされている。金融庁から生・損保各
社に対して行った申し入れは、多くの保
険代理店で取り入れている、いわゆる

「委託型募集人」制度が保険業法 275
条第３項に規定する保険募集の再委託
の禁止に抵触するとしたことでの命令
である。これにより、代理店は 2015
年３月末までに代理店内の募集体制の
適正化が求められることとなった。
　現状、多くの生・損保代理店の組織
は、代理店と雇用関係にない者を募集
人として登録（委託型募集人）してお
り、現在、その数は５～６万人と言わ
れている。委託型募集人とは、そうし
た勤務時間の縛りもない自由な時間の
中で、好きな時に仕事をして、高い手
数料率をもとにした成功報酬が受け取
れ、さらには個人業主の立場も利用で
きるという、“時間とお金の面” におい
ては最高の仕組みと称されている。も
ともとは 1996 年の保険業法の改正に
より、損害保険業界がこの「委託型」
制度の業務スタイルを進めるなかで、
生保業界でも主に広域型の大型代理店
がこの制度を取り入れて、積極的にビ
ジネスを拡大させてきた。
　金融庁がこの委託型募集人の仕組み
にメスを入れる発端となったのは、あ
る広域型代理店代表の個人的な税金を
巡る事件が契機とされている。それが
代理店に対する販売手数料のあり方に
飛び火し、ついには委託型募集人制度
の存在そのものについてまで言及され
る状況にまで発展したもの。
　金融庁がとくに重視したのは、保険
代理店使用人が満たすべき要件につい
て。使用人とは保険代理店の事務所に
勤務し、かつ、保険募集に関し適切な
教育・管理・指導を受け、その保険代
理店の指揮監督・命令の下で保険募集
を行う者をいう。したがって、「雇用」

「派遣」「出向」といった形態が必要で
ある、とした点だ。ここで言う「雇
用」「派遣」「出向」の意義は労働関係
法規に従うが、使用人を雇用している
と認められる典型例として、例えば仕
事依頼に対する許諾の自由がなく、業

務の内容や遂行の仕方について指揮命
令を受け、勤務の場所や時間が規律さ
れ、業務の遂行を他人に代替させえな
いといった事情がそろう場合が挙げら
れる、としている。
　この業務委託と雇用の問題につい
て、税理士法で喩えて言うならば、「使
用人に対する監督義務」（第 41 条の２）
の順守に近い。この税理士法と同様の
規定を保険代理店にも適用しようとし
ている、とも解釈できる。
　では、見方を変えて保険募集代理店
を営んでいる会計事務所にとって影響
はどうだろうか。
　年号が平成に替わったころから、保
険会社の積極的な営業攻勢もあり、手
軽に顧問料以外の収入を得るための手
段として、しかも節税対策という関与
先への錦の御旗を武器に生命保険募集
に会計事務所が携わるようになって
30 年近くが経過しようとしている。
　今は多くの会計事務所が少なからず
保険募集（主に生命保険募集）にかか
わる時代になっているが、今回の募集

「委託型募集人」の保険業法抵触で
会計事務所の保険ビジネスの
あり方にも影響が…
　会計事務所業務と保険ビジネスは、今では切っても切れない関係に
ある。現在、多くの会計事務所では保険会社との委託契約に基づき、
募集代理店として生命保険販売を行っており、保険は企業経営の課題
解決のためのソリューションのひとつになっている。そうした中、金融
庁から生命保険・損害保険各社に向けて、保険募集人の契約形態の実
態把握と適正化を求める報告徴収命令が発令された。これを契機に、
保険募集体制の変更が代理店業界においては大きなインパクトをもっ
て駆け巡り、先行きを危ぶむ声も挙がっている。そこで、こうした保険
業界における変革の動きが、会計事務所の保険ビジネスにどんな影響
をもたらすのかを検証してみる。

体制の適正化について、会計業界への
直接的な影響は少ないとした見方があ
る一方、「会計事務所にとって対岸の火
事では済まされないと認識すべき」と、
保険ビジネスに精通する（株）マネジ
メントセキュリティ・サポートの馬場直
樹代表取締役は警鐘を鳴らしている。
　馬場氏によると、会計事務所が保険
募集にかかわる形態は、大きく４つの
スタイルに分類されるという。
①所長が店主となっている個人募集代
理店に職員を使用人として登録して
いる
②所長が中心となり外枠で法人をつく
り、その法人を募集代理店とし、職
員を使用人として登録している
③会計事務所とは人的、資本的な関係
のない法人募集代理店に職員を使用
人として登録をさせ、募集業務を
行っている
④いわゆる「委託型募集人」との提携を
行い、募集業務を任せている

　つまり、「どのケースにおいても、
今回の適正化要件を忠実に満たすに
は、会計事務所における保険業務との
かかわり方を根本的に見直す必要があ
るだろう」（同氏）というもの。
　使用人とは「代理店事務所の勤務を
し、かつ、その保険代理店の指揮監督・
命令の下で保険募集を行う者をいう」
という条項は、専業代理店だけにかか
わるものではなく、売り上げの多寡に
かかわらず、保険代理店業を営むすべ
ての代理店に求められるものであると
解釈されるためだ。

　それを当てはめて考えてみると、会
計事務所内での保険募集代理店にお
いても同様で、職員の募集人登録や会
計業務と保険代理店業務を行うワーク
スペースの分離なども含め、真剣に捉
える必要がある、と指摘する。さらに、
個人情報保護法との関連性を捉えてみ
ると、保険募集代理店との情報の遮断
が要求されていることを会計事務所は
どう考えるか、という問題にも発展する。
　保険関連ではないが、「証券仲介業」
における監査で実際に金融庁より指摘
されたケースもあると言われ、会計事
務所として本業を守ることを考えるの
であれば、「職員を保険募集業務に従
事させることの是非なども含め、再構
築をする必要があるだろう」（保険に
詳しい税理士）といった声もある。
　今回、現行の「委託型募集人」がダ
メとされ、生・損保業界ではそれぞれ、
今後の対応について協議を進めている
ところだが、最終的な終着点は未だ見
えていない。
　保険業界の適正化のルールづくりは
この問題に終わらず、これから数年以
内には手数料の平準払い（フラット化）
が始まると言われている。手数料収入
で大きな稼ぎを得るために保険業務に
携わる時代は終焉を迎えるのだろう
か。保険代理店業務が会計事務所の本
来業務を遂行するリスクに変わってき
ているようにも感じる昨今、会計業界
としても今回の問題を契機に、保険代
理店業務のあり方を真剣に考える時期
になってきたと言えそうだ。
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